
 ２割特例は消費税の納付税額が売上に係

る消費税額の２割となるので納税者にとっ

て負担の少ない制度です。令和５年 10 月１

日から令和８年９月 30 日までの日の属す

る各課税期間においてインボイス制度を機

に免税事業者からインボイス発行事業者と

して課税事業者になった場合に適用されま

す。ただし、２割特例の適用ができない課

税期間に該当しないことが必要です。 

令和 5 年 10 月１日前からの課税事業者 

登録申請書と併せて課税事業者選択届出

書を提出しており、令和５年 10 月１日前か

ら課税事業者となっている場合は、同日を

含む課税期間において２割特例は適用され

ませんが、翌課税期間以後の課税期間にお

いては２割特例の適用ができない課税期間

に該当しない限り、その適用を受けること

ができます。 

２割特例の適用ができない課税期間 

２割特例は基準期間の課税売上高が

1,000万円を超える課税期間、特定期間の課

税売上高が 1,000 万円を超えること（注）、

相続、合併・分割があったこと、新設法人、

特定新規設立法人であること、調整対象固

定資産や高額特定資産を取得して仕入税額

控除を行ったことなどにより事業者免税点

制度の適用が制限される課税期間、課税期

間の特例を受けている課税期間などにおい

ては適用できません。 

（注）特定期間については、課税売上高に

代えて給与等支払額の合計額により判定す

ることもできます。 

国外事業者や金地金等の仕入も新たに制限 

令和６年度税制改正により、新たに次の

課税期間に該当する場合も２割特例の適用

を受けることができなくなりました。 

① 国外事業者について課税期間の初日に

恒久的施設を有しない課税期間。簡易課

税に加え２割特例の適用を受けること

ができません。 

② 国外事業者について特定期間、新設法人、

特定新規設立法人に該当する要件が厳

格化されたことにより事業者免税点制

度の適用が制限される課税期間。（①②

は令和６年 10 月１日以後に開始する課

税期間から適用） 

③ 金や白金の地金等について課税期間中

の取得合計額が 200 万円以上（税抜き）

の場合は高額特定資産となり、事業者免

税点制度の適用が制限される課税期間。

（令和６年４月１日以後に行う課税仕入

れ等について適用） 
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